
中小企業憲章制定に向けた意見について（概要）

平成２２年 ２月 ２３日

全国中小企業団体中央会

副会長 坂 戸 誠 一

１．最近の景況

○都道府県中央会に２,７００名の情報連絡員（組合の専務理事等）を

設置して、業界の景況をつぶさに把握。別添参照。

○各地域からの景況情報は厳しい内容が多く、リーマンショック以降の

需要の落ち込みから回復の足取りは重い。大企業との格差拡大が懸念

される。

２．現在の環境に対する中央会の取り組み

○全国４５,０００の中小企業組合への事業支援等を通じて、中小企業

の経営基盤強化を支援。相互扶助精神を基軸とする組合は、中小企業

の活路を切り開くためのプラットフォームとして機能し、地域中小企

業全体の底上げに貢献。

○技術開発や試作品づくり等の分野で、２,０００を超えるものづくり

中小企業への支援を集中的に実施。

○「新卒者就職応援プロジェクト」等を通じて就職促進に取り組む。

３．中小企業政策に関する要望

○産地の活性化等に取り組む組合など連携組織への支援の強化。

○中小企業の技術革新を進めるための支援と、効率的な経営方式導入の

ための支援。

○下請取引の適正化の推進。

○公共調達における地元中小企業の受注機会増大と官公需施策の強化。

○景気変動に即応した機動的な金融支援。

４．憲章について

○中小企業の発展は自助努力と効果的な支援施策の実施が必要。

○組合活動は自助努力の一つの方式であり、中小企業憲章においても取

り上げていただきたい。
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激動のとき
今こそ発揮 団結の力！
（第６１回 全国大会テーマ）

全国中小企業団体中央会
のご案内

応援します！
組織で伸びる２１世紀の中小企業

全国中小企業団体中央会
〒104-0033
東京都中央区新川１丁目２６番１９号
http://www.chuoukai.or.jp
℡ 03-3523-4901



中小企業団体中央会の使命と取り組み
～中小企業の連携組織を通じて、中小企業の経営革新を支援します～

＜なぜ中小企業に組合が必要か＞
中小企業は、一般的に経営規模が小さいため、資金調達力や情報収集
力等が弱く、事業活動上不利な立場に置かれることが少なくありません。
また、近年の世界的規模の不況、消費者ニーズの変化、国際化、資源・
エネルギーの逼迫等で経営環境はますます厳しさを増しています。
そこで、同様な経営課題を抱える中小企業同士が組合をつくり、互いに
協力しあって課題解決に取り組むことが効果的です。一社では解決し得な
い課題を協同の力で解決していくことに最大の意義があります。
中小企業団体中央会は、こうした中小企業の悩みに応え、中小企業と一
緒になって、業界の進むべき方向を探り、組合戦略・個別企業戦略のあり
方等を提唱していきます。

＜中小企業団体中央会の取り組み＞
◇組合の設立・運営等の支援
中小企業団体中央会は、組合をはじめとする中小企業の連携組織を支
援する専門機関として位置づけられています。
中小企業の求めに応じて、組合の設立から共同事業の運営等に関する
専門的な指導・支援を行います。
◇中小企業の人づくりを支援
企業の最大の財産は“人材”です。
中央会では組合組織等を通じて人材育成の支援を行っているほか、ＩＴ化
対応のためのパソコン研修をはじめ様々な研修を実施しています。
◇中小企業支援施策の普及
国等が実施している各種中小企業支援施策について、中小企業の方に
効果的に活用していただくよう詳細な情報提供や具体的な指導・支援を
行っています。
◇中小企業の声を政策に反映
大企業と違って、中小企業の声はなかなか中央に届きません。
中央会では、毎年「中小企業団体全国大会」を開催し、中小企業の要望
をとりまとめ各方面に実現方の要請を行うほか、各種審議会等を通じて中

小企業の現場の声が施策に反映されるように努めています。

＜全国中央会の沿革＞
全国中小企業団体中央会は、昭和３１年４月、「中小企業等協同組合法」と「中小企
業団体の組織に関する法律」に基づいて設立されました。
現在、中小企業団体中央会は、製造業、商業、サービス業など全国の３万の中小企
業組合等を構成メンバーとしており、これらの組合等の傘下には３００万社の企業が
参画しています。日本の中小企業数は４２０万といわれていますが、実にその71.4％
を組織しているわが国最大の中小企業団体です。
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合計

平成
10年

３９５２５ ２１ ４４ ３５１ ８２２ ２０９２ １３５７ １６５７ ６８ ２６３０ １１９ ５８９ １６ ５ ４９２９６

11年 ３９５９３ １９ ４４ ３２２ ８１８ ２０７４ １３３７ １６２６ ６５ ２６３３ １１９ ５８９ １６ ５ ４９５６０

12年 ２９３１２ １６ ４４ ２９１ ８０９ １９７８ １３４２ １６０１ ６６ ２６３０ １１９ ５８９ １６ ４ ４８８１７

13年 ３９４４８ １６ ４４ ２８０ ８１２ ２００６ １３１９ １５６８ ６１ ２６３１ １１９ ５８７ １６ ４ ４８９１１

14年 ３９４１９ １５ ４４ ２４７ ８１２ ２０６４ １２８３ １５４３ ６１ ２６２７ １２０ ５８７ １６ ４ ４８８４２

15年 ３８９４２ １４ ４４ １９１ ８０３ ２１０９ １２４７ １５１１ ６０ ２６２８ １１８ ５８６ １６ ３ ４８２７２

16年 ３８７３４ １３ ４４ １８１ ７９４ ２２３４ １２３１ １４９７ ５８ ２６２３ １１９ ５８６ １６ ３ ４８１３３

17年 ３８５２０ １３ ４４ １７５ ７９０ ２３６８ １２０９ １４７５ ５６ ２６１７ １１９ ５８２ １６ ３ ４７９８７

18年 ３８０８０ １３ ４４ １７２ ７８３ ２４６９ １１９１ １４４５ ５４ ２６１３ １１９ ５８０ １６ ３ ４７５８２

19年 ３７７５８ １３ ４４ １６８ ７７８ ２５１２ １１５４ １４０７ ５４ ２６０１ １１９ ５８０ １６ ３ ４７２０７

20年 ３７５８４ １３ ４４ １６４ ７７１ ２５１６ １１４４ １３９６ ５４ ２５９２ １１８ ５８０ １６ ３ ４６９９５

＜中小企業組合の推移－各年とも3月末現在－＞

＜中小企業組合活動事例－全国中央会先進組合事例集より－＞

【地域振興：協同組合宇都宮餃子会】
宇都宮市が、一世帯当たり餃子購買量日本一である点に着目し、
市内の餃子店・中華料理店が協同組合を設立。「宇都宮餃子」を
商標登録するほか、共同販売施設の設置、餃子祭りや食べ歩きツ
アー等のイベントを開催して全国にその名を広めた。
「宇都宮市の誇れるもの」の1位に選ばれるなど、まちおこしに多
大な貢献をしている。

【販路開拓：水沢鋳物工業協同組合】
900年の伝統を誇る南部鉄器。近年の国内市場の低迷を克服す
べく、ドイツのフランクフルトメッセに出展し、海外市場開拓に乗り
出した。この結果、ヨーロッパで好まれるのは紅茶に関連する製品
であることが分かり、ティーポット等の新製品開発に取り組実、産地
の活性化に大きな役割を果たしている。



【共同集荷・共同配送：協同組合つばめ物流センター】
多頻度小口配送が進展した結果、卸売業である組合員の配送効率が悪化、コストアッ
プとなり経営を圧迫していた。そこで、運送会社と連携し効率的な共同集荷・配送システ
ムを構築。この結果、運賃コストが3.3％削減されたほか、出荷作業の軽減、配送時間の
短縮、保管スペースの削減等につながり、経営の効率化が実現した。

【地域貢献：全国赤帽軽自動車運送協同組合連合会】
全国の117の自治体と「災害時輸送協力協定」を締結している赤帽組合では、9月1日
の防災の日に地域の組合が16自治体の総合防災訓練に参加し、緊急物資搬送訓練等
を実施、その機動力により各地で高い評価を得た。新潟地震のときも物資の配送等に参
加しており、地域に密着した運送業の特色をいかんなく発揮している。

【創業・社会貢献：企業組合よりみち】
ホームヘルパー養成講座を受講した仲間が、地元に密着した介護サー
ビスを創業。デイサービスを軸として、介護予防、自立支援等の事業を
実施している。組合の相互扶助の精神は介護事業に通ずるものがあり、
一人ひとりにあった顔の見えるサービスを提供している。

全国中小企業団体中央会
（指導員35名、職員7名、全国組合等434）

都道府県中小企業団体中央会（４７）
（指導員862名、職員141名、会員組合等２９，９３１）

事業協同組合 23,515 事業協同小組合 5 信用協同組合 110 火災共済協同組
合 42 企業組合 1,179 商工組合 1,035 協業組合 683 商店街振興組合 1,068
生活衛生同業組合 143   各組合の連合会 506 金融機関等商工団体 1,645

中央会加入組合の所属中小企業者数 約300万人

中央会の組織状況


